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中国による日本への渡航自粛要請等の道内への影響等の調査結果(概要) 
R7.12.25 

１． 調査概要 

・ 調査期間： 令和７年１１月２７日（木）～１２月８日（月） 

・ 回 答 数： １４９者（総回答数２４０者のうち中国と関わりのあると回答した者） 

・ 調査方法： 本庁及び振興局より、関係企業・団体あてに調査票を送付 

 

２．結果概要： 

（１）分野別の回答数 

分野 回答数 分野 回答数 

観光関係 ５２ 人材派遣関係 ２３ 

航空関係  ９ 各種団体  ２ 

農業関係 ５ 学校関係 ３１ 

水産関係  ３ 輸出関係  ９ 

食産業関係  ３ その他 １２ 

計   １４９ 

 

（２）結果概要                 （選択肢が「その他」や無記入のものを除く） 

調査項目 選択肢 
１４９者 

回答数 主な分野 

現時点で

の影響の

有無 

ない 
７８

（52.3％） 
 

少しある 
４９ 

（32.9％） 
観光１７、人材９、航空７ 

かなりある 
１６ 

（10.7％） 
観光１４、人材１、その他１ 

今後の影

響の見通

し 

影響を見通せない 
７２ 

（48.3％） 
学校２４、人材１２、観光１０ 

影響が見込まれる 
 ３７ 

（24.8％） 
観光２５、輸出４、人材３ 

今後も影響はない 
 ２９ 

（19.5％） 
観光１４、人材７、学校４ 

今後の対

応方針 

現状維持 
９６ 

（64.4％） 
学校３１、観光２９、人材１２ 

対策を検討 
 ４２ 

（28.2％） 
観光２０、航空８、人材７ 

当面、今後

支援が必

要と考え

る点 

集客・誘客に係る支援  １４ 観光１３、その他１ 

雇用の維持・確保に係る支援   ８ 人材８ 

販路拡大に係る支援   ４ 水産２、輸出２ 

資金繰り支援   ２ その他２ 
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（３）主な意見 

◇現時点での影響の有無 

 ○影響はない： 

・多少のキャンセルはあるものの直ぐに他の予約が入るため影響は見られない（観光） 

・現時点では、送り出し機関からの派遣停止の連絡はない（人材） 

○少しある： 

・中国人観光客のキャンセルが発生している（観光） 

・中国の協定校からの交換留学生（2026年４月受入予定）の先方の派遣中止及び派遣延期（学校） 

・採用を辞退したいとの相談があった（人材） 

・影響はあるが、程度は不明（航空） 

・供給先の日本食レストランで客足が鈍化し、販売低下につながり始めている（食産業） 

 ○かなりある： 

・中国人観光客のキャンセルが相次いでいる（観光） 

・インバウンド客の減少（観光） 

・11月中に途中で帰国している中国人がいる（人材） 

・取材の取りやめなど（その他） 

◇今後の影響の見通し 

 ○影響を見通せない： 

・今後も送り出し機関の人材確保がなされるのか不透明（人材） 

・さらなる日本食レストラン敬遠の可能性（食産業） 

・香港法人が影響を受ける可能性（輸出） 

○影響が見込まれる： 

・さらなるインバウンド客の減少（観光） 

・中国への水産物輸出の再登録が進まない（輸出） 

○今後も影響はない： 

・インバウンドの売上は一部で、中国人観光客が減少しても影響なし（観光） 

◇今後の対応方針 

 ○現状維持： 

・状況を注視する（観光、農業、水産、食産業、人材、各種団体、学校、輸出、その他） 

・引き続き情報収集を行う（その他） 

○対策を検討： 

・送り出し機関への派遣募集を依頼またはハローワークで募集を検討（人材） 

・中国以外の誘客強化（観光） 

・ASEANなどへの輸出強化（水産） 

◇当面、今後支援が必要と考える点 

 ○集客・誘客に係る支援 

・国内外への魅力発信の強化、中国以外へのプロモーション（観光） 

・新千歳空港から地方へのバス等の２次交通支援（観光） 

○雇用の維持・確保に係る支援： 

・北海道の就労環境の魅力の発信強化（人材） 

・インドネシア、ベトナム等に対する北海道の就労環境の魅力の発信強化（人材） 

○販路拡大に係る支援 

・国内外での拡販に向けた販売促進（水産） 

・相手国が実施している輸入規制制度に係る情報提供（水産） 

・新たな輸出先の規制等に対応する支援の強化（検査証明費用などの支援）（輸出） 

・輸出の多角化支援（輸出） 

○資金繰り支援： 

・エネルギー等の高騰も合わせて、売上利益の低下による金融支援（その他） 

 


